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① 全国及び東北の水稲作付状況
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○ 水田面積は全国的に減少傾向。

○ 全国の水稲作付面積のうち東北はその約１／４を占める。

○ 水田に水稲を作付けず畑作物に活用している割合は、全国で41％、東北で45％程度。

水
田
面
積
と
水
稲
ま
た
は
畑
作
物
作
付
面
積

※「畑作物利用面積」は水稲が作付けられていない水田面積としている。需給調整上の非主食用米作付面積を含まない。
※ 端数処理（四捨五入）の関係で、個別の数値と合計があわない場合がある。
資料：数値は「耕地及び作付面積統計調査」･「作物統計調査」

全
国
水
田
面
積全

国
水
稲
作
付
面
積

全
国
畑
作
物

利
用
面
積※

(万ha)

うち東北畑作物利用※面積

うち東北水稲作付面積

232

136

96

全国及び東北の水田への水稲作付の動向

26

32

全国及び東北における水田の利用状況の推移
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米をめぐる状況について（令和７年８月）」により作成

主食用米の需要量の推移（全国）

○ これまで主食用米の全国ベースの需要量は減少を続けてきたが、令和５/６年の需要量については、令和

4/5年と比較して増加。
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※ 主食用米の面積は、統計部公表の主食用作付面積
※ 端数処理（四捨五入）の関係で、個別の数値と合計があわない場合がある。

全
国

東
北

R
6

R
5

R
3

R
4

主食用米

加工用米

新規需要米（飼料用米を除く）

飼料用米

（千ha）

（千ha）

水稲作付面積（千ha）

388

386

383

381

1,482

需要に応じた水稲の作付状況

○ 国内の主食用米の需要は減少傾向にあることから、需要に応じた生産や食料自給率・自給力向上のために

需要に応じた米の生産を推進していく必要。

R
6

66



0

100

200

300

400

500

600

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

昭
和

43
年

昭
和

44
年

昭
和

45
年

昭
和

46
年

昭
和

47
年

昭
和

48
年

昭
和

49
年

昭
和

50
年

昭
和

51
年

昭
和

52
年

昭
和

53
年

昭
和

54
年

昭
和

55
年

昭
和

56
年

昭
和

57
年

昭
和

58
年

昭
和

59
年

昭
和

60
年

昭
和

61
年

昭
和

62
年

昭
和

63
年

平
成

1年
平

成
2年

平
成

3年
平

成
4年

平
成

5年
平

成
6年

平
成

7年
平

成
8年

平
成

9年
平

成
10

年
平

成
11

年
平

成
12

年
平

成
13

年
平

成
14

年
平

成
15

年
平

成
16

年
平

成
17

年
平

成
18

年
平

成
19

年
平

成
20

年
平

成
21

年
平

成
22

年
平

成
23

年
平

成
24

年
平

成
25

年
平

成
26

年
平

成
27

年
平

成
28

年
平

成
29

年
平

成
30

年
令

和
1年

令
和

2年
令

和
3年

令
和

4年
令

和
5年

令
和

6年

資料：数値は作物統計調査

全国及び東北の水稲収穫量及び10a当たり収量

米
の
10
ａ
当
た
り
収
量(

折
れ
線
グ
ラ
フ)

水
稲
の
収
穫
量(

棒
グ
ラ
フ)

(万ｔ)

(kg/10a)

冷
害
年

冷
害
年

冷
害
年

冷
害
年

冷
害
年

冷
害
年

冷
害
年

冷
害
年

10a東北10a当たり収量

10a全国10a当たり収量

うち東北収穫量

全国収穫量

全国及び東北における米の生産量

○ 東北の米の収穫量は、近年、全国収穫量の28％前後で推移。

○ ほとんどの年で、東北における米の単位収量は全国平均を上回るが、顕著な冷害年（S63、H5、H15な

ど）では全国平均を下回る。
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令和６年産米の作付面積と平年単収 令和５年農業産出額
(億円・％)

加工
農産物

畜産
その他
耕種作物

割合うち米
農業
産出額

地 域

51337,68542,0661615,27995,543 全 国

185,2925,305284,13314,748東 北

-7,8374,49291,14913,478北海道

7778890562,1483,823北 陸

1336,37711,458142,85320,802関 東

1272,7724,149118867,934東 海

641,1402,592231,1204,915近 畿

42,3931,918191,0365,351中 国

21,1932,743104494,387四 国

1589,5118,03981,51819,226九 州

資料：R５生産農業所得統計

加工
農産物

畜産
その他

耕種作物
割合うち米

農業
産出額県 名

01,0901,865135113,466青 森

01,975473185272,975岩 手

2833358387311,924宮 城

0411430539381,779秋 田

24411,259307392,441山 形

14542920326872,163福 島

【うち東北各県】

畑地として
の利用割合

※(%)

水田
率(%)

収量
(kg/10a)

全国に対す
る割合(%)

水稲作付面積
(ha)

県 名

45535983.1 42,400青 森

50635463.3 45,500岩 手

38825504.6 62,800宮 城

34885526.2 84,200秋 田

32795534.5 60,800山 形

34715464.6 62,700福 島

【うち東北各県】 (億円・％)

資料：R６作物統計調査

※「畑地としての利用割合」は水田面積のうち水稲が作付けられていない面積の割合。(需給調整上の非主食用米作付面積の割合は含まず)
※「水田率」は、耕地面積のうち田が占める面積。（作物統計調査の耕地面積調査の数字を活用）
※「収量」は、農家等が使用しているふるい目幅ベース。

全国の水田の利用状況の推移と東北における米の生産量・生産額
○ 全国と比較し東北の農業経営は稲作依存度が高く、農業産出額の26％を米が占める。

○ 県別では、秋田県の水田率が特に高く(88％) 、農業産出額の53％を米が占める。一方、果樹生産をはじめとする

園芸作物や畜産業が盛んな青森県、岩手県では農業産出額に米が占める割合は相対的に低い。

畑地として
の利用割合

※(%)

水田
率(%)

収量
(kg/10a)

全国に対す
る割合(%)

水稲作付面積
(ha)

地 域

41545191,359,000全 国

397255626358,400東 北

5719562795,000北海道

279051014197,000北 陸

365652918248,000関 東

4161474686,600東 海

4378488794,000近 畿

4678498793,100中 国

4866471342,700四 国

515846611143,700九 州
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資料：農林水産省調べ 過去10年で整理。
※：東北管内で奨励品種となっているもの

検査数量計

コシヒカリ※

ひとめぼれ※

あきたこまち※

ななつぼし

はえぬき※
ヒノヒカリ

その他

（万ｔ）

ひとめぼれ※

あきたこまち※

はえぬき※

検査数量計

コシヒカリ※

まっしぐら※

ｖ

全国における米の銘柄別検査割合及び検査数量 東北における米の銘柄別検査割合及び検査数量

全国及び東北における米の品種構成（農産物検査実績）

○ 令和６年産米の農産物検査では、全国では「コシヒカリ」（27%）、「ひとめぼれ」（9%）、

「あきたこまち」（8％）、「ななつぼし」（６％）で全体のおよそ半分を、上位10銘柄で67%を占める。

○ 令和６年産米の農産物検査では、東北では「ひとめぼれ」（25%）、「あきたこまち」（21%）、

「まっしぐら」（12％）で全体のおよそ57%を、上位10銘柄で92%を占める。

99注 ：R６年の数値は速報値（令和７年３月31日現在）

（万ｔ）ｖｖ
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青森県 岩手県 宮城県

つがるロマン（※）

まっしぐら（※）

青天の霹靂(※)

ひとめぼれ

あきたこまち

いわてっこ(※)

どんぴしゃり（※）

ひとめぼれ(※)

まなむすめ(※)

つや姫★

ササニシキ(※)

秋田県 山形県

ひとめぼれ

あきたこまち(※)

めんこいな(※)

ゆめおばこ(※)

ひとめぼれコシヒカリ

はえぬき(※)

つや姫(※)★

あきたこまち山形95号

資料：農林水産省調べ 過去10年で整理。

福島県

ひとめぼれ

コシヒカリ

つくばSD２号

天のつぶ(※)

チヨニシキ

銀河のしずく（※）

雪若丸(※)★
里山のつぶ(※)

東北各県における米の県別品種構成 （農産物検査実績）

○ 東北では県ごとに主要品種が大きく異なる。また、当該県の開発品種(※を付けたもの)が主要品種となっている県が多い。

○ 各県とも品種を絞った作付が行われており、R６年検査 (速報値：R７.３.31時点)のうち５～8割程度が単一銘柄となってお

り、約９割が主要な２～４銘柄。

1010

はれわたり(※) ★

※：当該県の開発品種、★：高温耐性を持つ品種注 ：R６年の数値は速報値（令和７年３月31日現在）
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資料：農林水産省調べ 過去10年で整理。

全国及び東北における農産物検査数量と一等米比率

○ 全国における農産物検査数量はほぼ横ばい。一等米比率は、R４年産米までは概ね73％～83％で推移して

いたが、R５年産米では60.9%まで低下。R6年産米では75.9％まで上昇。

○ 東北における農産物検査数量はほぼ横ばい。一等米比率は、R４年産米までは概ね87％～94％で推移して

いたが、R５年産米では67.0％まで低下。R６年産米では90.9％まで上昇。

農
産
物
検
査
数
量

(千トン)

一
等
米
比
率

(%)
東北以外

東北

11

1,650 1,350

4,869

4,061

注 ：R６年の数値は速報値（令和７年３月31日現在）

東北の一等米比率

全国の一等米比率
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東北各県における農産物検査数量と一等米比率

○ 東北における農産物検査数量はほぼ横ばい。一等米比率は、R４年産米までは概ね87％～94％で推移して

いたが、R５年産米では多くの県で低下。R６年産米では90.9％まで回復。
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資料：農林水産省調べ 過去10年で整理。

注 ：R５年の数値は速報値（令和６年３月31日現在）
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夏の高温について

○ 東北において、令和６年６～８月の平均気温は平年比1.0～1.5℃以上高かった。

○ 東北における令和６年産の一等米比率（速報値）は、令和５年産に比べ上昇した。

○ 高温耐性品種の一等米比率と県平均の一等米比率を比較すると、多くの県で高温耐性品種の 一等米比率

が県平均を上回っており、高温耐性品種の導入効果が見られる。

令和６年６～８月の気温、降水量、日照時間 県別の水稲の一等米比率
うるち玄米平均

産
地

最も多く作付けしている品種

★印は、高温耐性品種

資料：農林水産省「令和６年夏の記録的高温に係る影響と果のあった適応
策等の状況レポート」から抜粋

一等米比率

品種名等産地 R1～R５平均
（５中３）と

の差①－③

R１～R５平
均

（５中３）③

前年産
との差
① - ②

令和５年産
②

令和６年産
①

ポイ
ント

ポイ
ント

%

2.391.422.471.393.7うるち玄米平均

青森県 0.693.021.072.693.6まっしぐら

－－24.469.493.8はれわたり ★

▲ 0.495.11.992.894.7うるち玄米平均

岩手県

▲ 0.594.81.792.694.3ひとめぼれ

▲ 0.189.64.285.389.5うるち玄米平均

宮城県 ▲ 0.992.52.589.191.6ひとめぼれ

▲ 0.594.35.788.193.8つや姫 ★

0.188.234.853.588.3うるち玄米平均

秋田県
▲ 0.688.835.852.488.2あきたこまち

－－3.793.997.6サキホコレ ★

▲ 8.596.140.647.087.6秋のきらめき ★

▲ 1.293.650.641.892.4うるち玄米平均

山形県
▲ 2.694.059.531.991.4はえぬき

▲ 1.398.148.548.396.8つや姫 ★

0.197.611.786.097.7雪若丸 ★

▲ 3.391.612.076.388.3うるち玄米平均

福島県 ▲ 7.093.710.776.086.7コシヒカリ

－－－－94.7にじのきらめき ★



○ 高温対策の取組として、高温耐性品種等の導入、水管理・施肥管理・適期植付・害虫防除の徹底、適期刈

取などが実施されている。

○ 水稲共済では、品質低下も補償する品質方式のほか、収穫量の減少を補償するその他の方式では、品質低

下による規格外の被害粒も減収量に含める特例措置が存在。また、収入保険では気象災害特例を措置してお

り、災害等で収入が減少した年でも基準収入の８割まで補正。

資料：農林水産省「令和６年夏の記録的高温に係る影響と効果のあった適応策等の状況
レポート」、「米をめぐる状況について（令和７年９月）」から抜粋

【水稲の温暖化適応策の取組】
具体的内容取組内容

高温耐性品種の導入、転換高温耐性品種等の導入

出穂期、登熟期の適正な間断かん
水、かけ流し、飽水管理、早期落
水の防止、現地講習会やチラシの
配布、巡回指導の徹底

水管理の徹底

葉色診断等による追肥又は減肥の
実施

施肥管理の徹底

早植えをしないことで登熟期の高
温遭遇回避

適期植付の徹底

カメムシ防除の徹底害虫防除の徹底

適期収穫の実施、臨時情報等で刈
遅れ防止など呼びかけ

適期刈取の励行

※規格外：１等から３等までのそれ
ぞれの品位に適合しない玄米で
あって、異種穀粒及び遺物を50％
以上混入していないもの。

(※)

高温対策の取組・対応
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② 米の販売価格及び水稲の生産費低減



注：相対取引価格は、当該年産の出回りから翌年10月まで（令和６年産は出回りから７年６月
までの速報値）の通年平均価格であり、運賃、包装代、消費税相当額が含まれている。

1616

米の相対取引価格と民間在庫量の推移（全国）

○ 米の販売価格は年によって変動するが、令和６年産の価格は、前年を上回って推移。

○ 米の民間在庫量はR７年産米で前年を上回る見通し。



米の生産費（令和５年産）

東北平均全国平均
費用項目

構成比円/60kg構成比円/60kg

27%3,164 29%4,137労働費

73%8,539 71%9,905 物財費

20%2,318 21%2,979農機具費

10%1,222 10%1,394
賃借料及
び料金

12%1,447 11%1,507 肥料費

8%943 7%967 
農業
薬剤費

5%628 5%690 光熱動力費

4%507 3%484  
土地改良
及び水利費

3%333 3%486 種苗費

10%1,141 10%1,398 
その他
物財費

100%11,703 100%14,042費用合計

資料：農林水産省 農業経営統計調査「米生産費(R５)」により作成
注)「費用合計」には「支払利子・地代算入生産費」「副産物価格」を含まず

全国及び東北の生産費の推移（円／60kg）

1717

生産費合計（全国）

生産費合計（東北）

資料：農林水産省 農業経営統計調査「米生産費 ・累年」により作成
注)「費用合計」には「支払利子・地代算入生産費」「副産物価格」を含まず

水稲の生産費の状況（全国及び東北）

○ 水稲の生産にかかる費用は、全国、東北ともに令和2年頃までは減少傾向で推移していたが、令和５年は

平成27年に比べて上昇。

○ 水稲の生産にかかる費用は東北平均で１俵(60kg)当たり11.7千円。

○ 東北における水稲の生産費は、全国平均と比較しても低い。
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(千円/60kg)

資料：農林水産省 農業経営統計調査「米生産費(R５)」、
農林業センサス「販売目的の水稲作付経営体数と作付面積」により作成

労働費

農機具費

賃借料及
び料金

肥料費

光熱動力費

種苗費

農業薬剤費

その他
物財費

全国平均値(14,042円）

東北平均値（11,703円）

土地改良
及び水利費

東北 作付規模別米の60kg当たり生産費（令和５年産)

(千円/60kg)

水稲の生産費の状況（規模別）

○ 経営規模の拡大により、作業効率が向上→労働時間の低減による「労働費」の減少、機械稼働面積の増加

による「農機具費」の減少、委託せず自ら作業を行うことによる「賃借料及び料金」の減少が見られる。

15ha
以上

10-
15ha

5-10ha3-5ha1-3ha0.5-
1ha

0.5ha
未満

２％１％４％５％28％25％35％
経営体割合
（令和２年）

15ha
以上

10-
15ha

5-10ha3-5ha1-3ha0.5-
1ha

0.5ha
未満

２％２％６％９％35％24％21％
経営体割合
（令和２年）



1919

資料：農林水産省 農業経営統計調査「米生産費 ・累年 (4) 米の作業別労働時間の
全国農業地域別・年次別比較〔10ａ当たり〕」により作成

全国及び東北の労働時間の推移（10aあたり） 水稲生産の労働時間（10aあたり）

資料：農林水産省 農業経営統計調査「米生産費 ・累年 (4) 米の作業別労働時間の
全国農業地域別・年次別比較〔10ａ当たり〕」により作成

水稲生産の労働時間の状況（全国及び東北）

○ 水稲の生産にかかる労働時間は、全国、東北ともに減少傾向で推移。

○ 水稲の生産にかかる労働時間は東北平均で10aあたり約18.4時間。

○ 東北における水稲の生産にかかる労働時間は、全国平均と比較して低い。

削減率

令和５年平成２年

労働時間項目
東北平均全国平均東北平均全国平均

構成比時間構成比時間構成比時間構成比時間

45%1%0.3 1%0.3 1%0.6 1%0.5 種子予措

42%15%2.8 12%2.5 15%6.6 13%5.5 苗代一切

56%13%2.4 15%3.2 10%4.3 13%5.5 本田耕起およ
び整地

29%3%0.5 3%0.7 4%1.8 4%1.7 基肥

-0%0.0 0%0.0 --0%0.0 直まき

44%15%2.7 13%2.7 14%6.2 14%6.2 田植

18%1%0.2 1%0.2 2%0.9 3%1.1 追肥

36%4%0.8 5%1.0 5%2.1 5%2.4 除草

53%26%4.8 27%5.6 20%9.0 19%8.2 かん排水管理

31%2%0.3 2%0.5 2%0.9 3%1.4 防除

22%12%2.2 13%2.7 22%9.6 20%8.9 稲刈りおよび
脱穀

41%5%1.0 6%1.3 5%2.3 5%2.4 もみ乾燥およ
びもみすり

-2%0.4 2%0.4 ----生産管理

41%100%18.2 100%20.9 100%44.3 100%43.8 労働時間合計
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生産コスト低減に向けた具体的な取組

○ 担い手への農地集積・集約を加速化するとともに大規模経営に適合した省力栽培技術・品種の開発・導入

を進め、産業界の努力も反映して農機具費等の生産資材費の低減を推進。

・土壌診断に基づく施肥量
の適正化（肥料の自家配
合等）、精密可変施肥

・化学肥料から鶏糞等への
転換

・共同購入、大口購入によ
る価格交渉

・フレキシブルコンテナの
利用（機械化による省力
化等）

● 2023年までで全農地面積の８割を担い手に集積
・ 分散錯圃の解消
・ 農地の大区画化、汎用化

大規模経営に適合した品種

作期分散することで、同じ人数で作付拡大でき、機械稼働率も向上

コシヒカリ コシヒカリミルキーサマー あきだわら

作業ピークを分散
１日当たり
作業量

作業時期

多収品種

直播栽培

無人ヘリやドローンの
活用も可能

スマート農業技術の活用

作業が
短期間に集中

省力栽培技術の導入

（例）
営農管理システムの導入

→作業のムダを見つけて手順
を改善。

水管理システム
→水管理の見回りを削減。

ドローンの活用
→農薬・肥料散布の労力軽減。

鉄コーティング種子

・全農では、農業者のニーズ
を踏まえて機能を絞り込ん
だ仕様を決定し、最も高い
要求を満たした農機メー
カーから農機を共同購入。

・基本性能を絞った海外向け
モデルの国内展開

生産資材費の低減

農業機械の低価格化 肥料コストの低減

未利用資源の活用合理的な農薬使用

・発生予察による効果的かつ
効率的防除

・輪作体系や抵抗性品種の
導入等の多様な手法を
組み合わせた防除（IPM）

⇒ 化学農薬使用量抑制

・鶏糞焼却灰等の利用

担い手への農地集積・集約等

高密度播種苗栽培
育苗箱数・床土使用量を減らせるため、
資材費の低減が可能。
田植機への苗供給も少なく省力的。

育苗・田植えを省略。
直播栽培に適した水
管理と雑草管理がで
きれば、労力削減と
コスト低減につなが
る。
コーティング無しの
直播技術も発展。

作期の異なる品種の組み合わせ

多収品種による増収で、
60kg当たりのコストを低減。

（品種例）
・つきあかり
・にじのきらめき

肥料の節約
○ 育苗箱全量施肥：緩効性肥料を育苗箱に施用することで、追肥を省略でき、肥料減・省力化。
○ 流し込み施肥：肥料を水口から流し込むことで、追肥作業を省力化。

○ 生産コスト削減に活用可能な技術をまとめた「担い手農家の経営革新に資する稲作技術カタログ」を作成し、公開しています。
http://www.maff.go.jp/j/seisan/ryutu/info/inasaku_catalog.html（「稲作技術カタログ」で検索！） 202020



＜ 事 業 の イ メ ー ジ ＞＜ 事 業 の 内 容 ＞

＜対策のポイント＞
担い手の大幅な減少が見込まれる中で、農業者の所得確保及び稲作農業の体質強化を図るためには、生産コストの低減に対する意識を醸成した上で、多

収品種の導入やスマート農業技術の導入等の革新的な技術の導入が急務となることから、米の超低コスト生産の実現に向けた取組・新技術の検証や、大規
模化等に伴う労働力不足への対応策ともなる水稲直播栽培への挑戦を支援します。

［お問い合わせ先］（１、２、４の事業） 農産局穀物課（03-6744-2010）
（３の事業） 農林水産技術会議事務局研究統括官（生産技術）室（03-3502-2549）

1. 稲作の超低コスト生産確立事業（964百万）
稲作の大幅なコスト低減を目指すため、産地全体で取り組む経営分析 や、革

新的な技術の実証等の取組を総合的に支援します。
① 地域広がり支援タイプ

サービス事業体等による作業委託や作期分散など、産地全体で生産コ ストの
低減に向けた経営分析や技術実証等を行う取組を支援。

② 新技術現地検証タイプ
革新的な新技術にチャレンジする農業者の経営分析や技術実証等の取組を

支援するとともに、これらの成果を収集・分析する取組や、実需との情報交換会
の開催等の取組を支援。

２. 水稲直播栽培導入促進事業（300百万）
１経営体の作付面積の増加が見込まれる中で、春作業を大幅に省力化できる

ものの、取組が限定的となっている直播への挑戦を支援します。
① 直播栽培導入検証支援

専用機器を導入することなく、直播栽培の導入を推進するため、試験的に播種
作業を外部委託等するために必要な経費を支援。

② 共同利用機器等導入支援
機械の共同利用やサービス事業体等による取組を促進するため、播種機や鎮

圧機等の専用機器の導入に必要な経費を支援。

３.  米の低コスト生産に資する技術開発（292百万の内数）
稲作の大幅なコスト低減を実現する節水型乾田直播や再生二期作等の基礎

的な栽培要件を確立するための試験やマニュアル化、環境への影響を検証する
ための経費を支援。

４. 水稲の多収品種の普及に向けた理解醸成・行動変容推進（14百万）
水稲の多収品種に関する先進的かつ模範的な栽培方法の生産者及び消費

者等の理解醸成に向けた取組を支援

節水型乾田直播

【稲作の超低コスト生産確立事業】

【水稲直播栽培導入促進事業】

① 今後の産地形成
の実現に向けた経
営分析等を支援

再生二期作

② 革新的な新技術
導入に向けた取組
を支援

今後、規模拡大が見込まれる農業者の試験的な
取組やサービス事業体等の機器導入を支援

定額

国

１①の事業

１②・３・４の事業

２①の事業

２②の事業

都道府県等 民間団体等

民間団体等

都道府県

都道府県

農業者

サービス事業体等

定額

定額

定額 1/2

定額

定額

＜事業の流れ＞

【令和８年度予算要求額 1,278（64）百万円】
米穀等安定生産・需要開拓総合対策事業 のうち

生産力強化に向けた稲作経営モデル確立支援事業
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資料：農林水産省調べ。各県の直播栽培面積は東北農政局による各県聴き取り

東北各県及び全国における直播栽培の面積推移

全国面積推移(右軸)

生産費の低減に向けた直播栽培（東北）

○ 水稲直播栽培は、種籾を水田に直接播種する技術であり、全国で約3.９万ha（令和５年産）の取組。

（全水稲作付面積約134万haの約2.9％）

○ 令和５年産の水稲直播栽培面積は、規模拡大を図る担い手における取組増加等により増加傾向。
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播種・鎮圧

（
出
芽
後
、
浅
水
管
理
）

播種

2323

直播栽培の主な流れ

（その他、収量確保にあたっての留意事項の一例）
⇒ しっかり収量確保しようとすると、

ある程度コスト・手間がかかる。
⇒ 規模拡大に係る「作期分散」

のための技術とも言える。

耕起

代かき 水管理

整地・均平 防除

湛水直播

乾田直播

〇 漏水対策：乾田直播は、代かきを行わないので漏水が多く、畦塗りが必要。
〇 排水対策：湛水直播では播種後の落水を容易にするために、乾田直播では表面

排水を行いやすくするために、明渠（溝切り）が必要。
〇 過乾燥対策：乾田直播で、ほ場が過乾燥した際、フラッシング（走り水）が必要。



湛水直播 乾田直播

湛水直播とは、水を張った田に播種する播種法。 乾田直播とは、水を張る前の田に播種する播種法。
苗立ち後に湛水し、分けつ（※）を促す。

メリット メリット

デメリットデメリット

・ 代かきを行うため、雑草防除の効果有り。

・ また、代かきには漏水を防ぐ効果があるため、除草剤散布によって、土
壌表面に除草剤の処理層がうまく形成され、除草剤の効果が高い。

・ 乾田直播と比較して、湛水していることで、降雨による土壌状態への影
響が少ないため、播種の時期に降雨があっても適期に播種作業が可能。

・ 高速で播種作業が可能。

・ 麦・大豆で使用する機械を活用することが可能。

・ 代かきの必要がないので、用水の確保前に播種作業が可能。

・ 播種後に覆土するため、鳥害を受けにくい。

・ 乾田直播と比較すると、播種後にこまめな水管理が必要。

・ 乾田直播と比較して、播種深度が深いと出芽や苗立ちが不安定。

・ 播種の時期に降雨が多いと、適期に播種が不可能。

・ 代かきをしないため、畦塗り等の漏水対策が必要。

・ 酸欠による苗立ち不良や雑草防除の観点から、均平作業が重要。

写真：東北農業研究センター「乾田直播栽培技術 マニュアルver.3.1」より引用写真：水稲直播研究会「水稲湛水直播栽培の手引き」より引用

左写真：播種作業の様子

湛水直播及び乾田直播のメリットとデメリット

○ 直播栽培は、移植栽培と比較して育苗や田植え作業を必要としないため、資材費や労働時間の軽減に寄与。

また、移植栽培と組み合わせることで作業時期の分散をさせることが可能となり、規模拡大に貢献。

○ 一方で、移植栽培と比較して倒伏しやすいデメリットがあるため、耐倒伏性品種を使用する等の対策が必要。
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（※）茎の根元から新しい茎が生えてくること。



資料：農林水産省調べ。各県の直播栽培面積は東北農政局による各県聞き取り
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生産費の低減に向けた直播栽培（県別）

○ 東北においては、湛水直播栽培の普及が進展しているが、青森県、宮城県においては乾田直播栽培の普及

も進展。
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生産費の低減に向けた高密度播種育苗栽培（東北）

○ 高密度播種育苗栽培は、慣行育苗と比較し、播種量を増やして、大幅な省力化・低コスト化が可能な技術。

○ 令和５年において、全国で約7.4万ヘクタールの栽培面積。（全水稲作付面積約134.4万ヘクタールの約5.5％）

○ 令和５年において、東北で約3.4万ヘクタールの栽培面積。（全水稲作付面積約34.9万ヘクタールの約9.6％）

○ 育苗方法が異なるだけで、移植後の管理は慣行栽培と同様のため、直近５年間で急速に普及。

○ 本技術の特徴
１．苗箱数を削減できる
慣行栽培では乾もみ150g/箱程度播くところ、高密度播種育苗で

は乾もみ250～300g/箱程度播くため、10a当たりの苗箱数が従来の
1/3程度に削減可能。

２．資材費を低減できる
苗箱だけでなく、育苗に使用する床土、苗箱を置くハウス面積を削減

可能。

３．労働時間を低減できる
苗の運搬や田植機への供給等に係る時間を削減することが可能。

４．移植後の管理方法は、
慣行栽培と同様

５．収量と品質は慣行と差がない

○ 本技術の留意点
１．専用の田植機orアタッチメントが必要となる

２．１苗箱に対する播種量の増加により苗が徒長・老化しやすいため、
育苗期間を短くする

資料：最新農業技術・品種2016「水稲の「密苗」移植栽培技術

○ 高密度播種育苗栽培面積の推移

資料：農林水産省調べ
注：高密度播種育苗に対応した田植機の普及状況からの推計値を含む。

未調査の県も存在。

（ha）

東北以外

東北
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・ 春作業の省力化（育苗不要）が図られるため、
労働時間は２割程度、生産費でも１割程度の低減が
可能。

・ 移植栽培との作業時期を分散させ、規模の拡大が

可能。
＜直播栽培導入による労働時間の変化のイメージ＞

直播栽培 高密度播種育苗栽培

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

少
←

旬
当

た
り

労
働

時
間

→
多

移植のみ

移植＋直播

直播のみ

育苗・移植作業の軽減

収穫作業の分散

資料 ： 農林水産省「水稲の技術情報のページ」から抜粋
密苗のススメ ヤンマーの「密苗」 「密苗」とは？から抜粋

・ 従来の田植え機にアタッチメントを取り付けるだけで
取り組める。アタッチメントは約13.6～19.4万※で購入
可能。

ドローンでの播種 播種機での播種

【イメージ】

【メリット】

【イメージ】

【メリット】

・ 種子予措、育苗管理、移植後の管理は慣行と同じ。

・ 収量や品質は慣行と同程度。

※水稲30ha経営で、播種量を現行100g/箱密苗300g/箱とした場合の試算

資料 ： 農林水産省「最新の直播栽培の現状（令和２年産）」から抜粋

※田植え機がヤンマーYR-DA田植え機 ５～８条の場合。

直播栽培・高密度播種育苗移植栽培のメリット

○ 直播栽培により、労働時間の縮減、移植栽培との作業時期が分散できることから規模拡大が可能。

○ 移植栽培では、「密苗」技術を導入することで収量・品質は維持しつつ、育苗資材等を削減。

2727



農研機構が開発した多収品種の例

東北以南向け「ちほみのり」

Ｚ

・「あきたこまち」と比べて約10～30%
多収（690～800kg/10a）。

・直播栽培向きの良食味品種。
・炊飯米の光沢、粘りとも「あきたこま

ち」並の良質、良食味。
・稈長は短く、耐倒伏性に優れる。

（過剰な施肥はNG）。
・東北では青森県を除く他５県で産地
品種銘柄に設定。

東北中南部、北陸、関東
以西向け「つきあかり」

Ｚ

・「あきたこまち」と比べて約10%程度
多収（660kg/10aの収量が期待）。

・「コシヒカリ」と比べ、２週間早く収穫
できる早生の極良食味品種。

・ご飯はツヤがあり、うま味に優れ、
４時間保温しても美味しさが持続。

・稈長は短く、耐倒伏性に優れる。
（過剰な施肥はNG）。

東北中北部以南向け
「えみのあき」

・短稈で倒れにくく、直播栽培に適して
いる（642kg/10a（※））。

・「あきたこまち」、「ひとめぼれ」並の
良食味品種。

・葉いもち、穂いもちとも極めて強い。
・東北では秋田県を中心に、低コスト・
安定生産への貢献が期待。

・ただし、縞葉枯病にはかかりやすい
ため、常発地域での栽培はNG。

東北南部以西向け「とよめき」

・多肥栽培で高収量（700kg/10a
以上）が期待。

・極多収で粘りが弱い早生の業務・
加工用品種。

・冷凍米飯、おにぎり等の加工用米
としての利用に適している。

・ただし、縞葉枯病やいもち病（葉い
もち）にはかかりやすいため、適正
な防除が必要。

良食味の多収品種の栽培適地

上記品種の利用許諾や種苗入手先に関する問合せ
(国研)農研機構 知的財産部 知的財産課 種苗ﾁｰﾑ

Tel 029-838-7390・7246 / Fax 029-838-8905
http://www.naro.affrc.go.jp/patent/breed/list/index.htmlｓ

「しきゆたか（ﾊｲﾌﾞﾘｯドとうごうｼﾘｰｽﾞ (３号、４号)）」

・各産地における主要な品種の単収よりも30～40％程度増収。
・多収性に優れる耐倒伏性の良食味品種。
・うるち、半モチの２種類があり、４系統で北海道を除く各地に
対応。

民間企業が開発した多収品種の例

豊田通商（株）

「 ICS６号（幸の栖） 」

・既存品種の１～２割程度の増収が期待。
・住友化学と農研機構の共同育成品種。
・大粒で業務用に適する多収の良食味品種。

住友化学（株）

（東北地域に適した品種を掲載）

水稲の多収品種
○ 業務用米、輸出用米の需要が増加する中で、需要に応じた生産を推進するためには、多収品種を導入し、農家所得を確保す

ることも重要。

検査数量：1,855トン（令和４年産）
主な産地：秋田、滋賀、茨城

令和３年品種登録出願

2828

※研究センターにおける直播栽培の単収の一例。
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③ 需要に応じた生産（加工用米、新規需要米）



○加工用米 米穀を原料とする酒類（例：清酒、焼酎）

加工米飯（例：冷凍チャーハン）

米穀を原料とする調味料（例：みそ）

米穀粉、玄米粉その他これらに類するもの（例：団子）

米菓その他米穀を原料又は材料とする菓子

玄米茶、ビタミン強化米、甘酒、アルファ化米、乳児食等

など

○新規需要米 飼料用米

米粉用米（米以外の穀物代替となるパン・麺等の用途）

WCS用稲（稲発酵粗飼料用稲）

青刈り稲・わら専用稲（飼料作物として用いられるものに限る）

新市場開拓用米（例：輸出用米）

飼料用米、米粉用米を除く、国内外の米の新市場の開拓を

図ると判断される用途に供される米穀。
資料：需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領

加工用米及び新規需要米とは？
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（千ha） 加工用米

全国及び東北の作付面積

※ 多収品種とは、需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成26年4月1日付け25生産第3578号農林水産省生産局長通知）別紙1の第4の3に規定する多収品種のこと
※ ＷＣＳ用稲の作付け面積は、青刈り稲及びわら専用稲の面積を含む
資料 ：農林水産省公表の「新規需要米の取組計画認定状況」、「加工用米の取組計画認定状況」より作成。多収品種面積については、東北農政局調べ。

（千ha） 米粉用米
（千ha）

新市場開拓用米

加工用米及び新規需要米の作付状況（全国及び東北）

○ 新規需要米のうち、飼料用米、WCS用稲、米粉用米及び新市場開拓用米の作付面積は、国内の主食用米

需要の減少に伴う主食用以外の用途への作付転換により、増加傾向。

○ 東北では、新規需要米のうち、WCS用稲及び新市場開拓用米において増加傾向。

（千ha） ＷＣＳ用稲※

（千ha）
飼料用米

（％）

東北以外

東北（一般品種）

東北（多収品種※）

東北（多収品種※割合）
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（単位：ｈａ）

資料 ：農林水産省公表の「加工用米の取組計画認定状況」 より作成。

（単位：ｈａ）
（単位：ｈａ）

（単位：ｈａ）（単位：ｈａ）

（単位：ｈａ）

東北各県における加工用米の作付状況

○ 加工用米の取組面積は、秋田県、山形県で取組が多いが、近年はほぼ横ばい。
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（単位：ｈａ）

※ 多収品種とは、需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成26年4月1日付け25生産第3578号農林水産省生産局長通知）別紙1の第4の3に規定する多収品種のこと
資料 ：農林水産省公表の「新規需要米の取組計画認定状況」より作成。多収品種面積については、東北農政局調べ。

（単位：ｈａ）（単位：ｈａ）

（単位：ｈａ）

（単位：ｈａ）

（単位：ｈａ）

東北各県における飼料用米の作付状況

○ 飼料用米の取組面積は、東北管内では、青森県、宮城県で取組面積が大きい。

○ 近年は増加傾向にあったが、令和５年産、令和６年産は全県で取組面積は減少。

○ 多収品種の取組面積は、青森県、岩手県、山形県、福島県で取組面積が大きい。

一般品種
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注 ： （ ）の数値は研究機関における実証単収の一例で、単位はkg/10a

東北の特認品種の例（令和７年産）

多収品種

ゆたかまる（811）青森県

つぶゆたか（672）、つぶみのり（687）、
たわわっこ（739）

岩手県

秋田63号（725）、たわわっこ（717）秋田県

たちすがた（599）、アキヒカリ（816）福島県

注 ：つぶゆたか、つぶみのりの （ ）の数値は試験場における
試験結果による 参考値であり、現地での収量とは異なる

水稲の多収品種（飼料用向け）

○ 多収品種については、現在、「需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領」において、以下の２区

分が設けられている。

① 国の委託試験等によって、飼料等向けとして育成され、子実の収量が多いことが確認された品種。

② 一般的な品種と比べて子実の収量が多く、当該都道府県内で主に主食用以外の用途向けとして生産され

ているもので、全国的にも主要な主食用品種ではないもののうち、知事の申請に基づき地方農政局長等が

認定した12品種。（特認品種）
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東北地域に適した主な多収品種の例

注 ： 「粗玄米重」の数値は試験場における試験結果による参考値であり、現地での収量とは異なる

備考
粗玄米重
(kg/10a）

栽培適地
育成地にお
ける早晩生

育成地品種系統名

768寒冷地北部、その他寒冷地の山間
地及び関東以西の山間冷涼地

早生
青森県産業 技術セン

ターえみゆたか

686東北中部以南早生の早東北農業研究センターべこごのみ

855東北中部以南早生の晩東北農業研究センターいわいだわら

703東北中部以南中生の中東北農業研究センターふくひびき

732東北中部以南中生の晩東北農業研究センターべこあおば

722東北中南部、北陸、関東以西早生の晩
中央農業研究センター
北陸研究拠点夢あおば

知事特認品種

（岩手県）
672盛岡以南の北上川流域標高200m

以下
晩生の中

岩手県農業研究セン
ターつぶゆたか

知事特認品種

（岩手県）
687「いわてっこ」および「あきたこまち」

作付け地帯
中生の中

岩手県農業研究セン
ターつぶみのり

知事特認品種

（秋田県）
725秋田県中央、県南平坦部晩生秋田県農業試験場秋田63号

知事特認品種

（福島県）
816東北の平坦地帯及び北陸・関東以

西の中山間地帯
中生の早

青森県産業技術セン

ターアキヒカリ

東北地域に適した多収品種（飼料用向け）

○ 東北地域に適した多収品種が数多く開発されており、多収品種の導入により、低コスト生産が期待。
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（栽培方法の選択）

・ 多収品種栽培後のほ場に一般品種を栽培する場合には、

極力直播栽培を避け、移植栽培を実施

（除草剤の利用）

・ 移植栽培では移植イネよりも漏生イネのほうが小さいため、

次の方法で漏生イネを防除

① 代かき前の非選択性除草剤散布

② 代かき後の初期除草剤散布、移植水稲のみを適用作物

とする初中期一発除草剤の散布等

③ 前作がミズホチカラ、モミロマン等のトリケトン系除草剤

感受性が確認 されている品種の場合は、主食用米品種

移植直後のトリケトン系成分（ベ ンゾビシクロン、メソトリ

オン、テフリルトリオン）を含む除草剤の散布

漏生イネ・・・収穫時にほ場に落下したモミが次年度に発芽し、

次期作の稲に混ざって生育したもの

資料 ： 農林水産省「多収品種に取り組むに当たって－多収品種の栽培マニュアル－ 【令和６年４月】」から作成。

異品種混入対策のポイント 落下種子対策（漏生イネの発生防止）

収穫

本田生育中

乾燥・調製

耕起または
代かき前

移植後

ほ場の準備

代かき後
から移植前

機械等格納

発生した漏生イネを鋤き込む。

発生する漏生イネを防除するため、移植直後に
初期除草剤を散布する。前作がミズホチカラ、 モミ
ロマン等の除草剤感受性品種の場合は、 トリケト
ン系成分を含む除草剤を利用する。

ほ場の団地化

前年と異なる品種を栽培する場合は、移植栽培
にする。（特に多収品種から主食用米に変わると
きには注意が必要）

代かきから田植えまでの期間は７日以内と
する。

株間、条間が見える間に栽培品種以外の漏生イ
ネを抜き取る。

出穂後に形質の異なる穂の株を抜き取る。

収穫作業を組織化する。
品種毎に収穫する。
品種の切り替え時にコンバインの清掃を行う。

品種毎に乾燥・調製する。

品種の切り替え時に乾燥機・調製用機械の
清掃を行う。

翌年の混入を防止するため、コンバイン等の格
納時に清掃を行い、残留籾を取り除く。

多収性品種の導入に当たっての課題

○ 主食用米への混入防止（コンタミ）対策の徹底が重要。
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【取組概要】

○ 多収が期待できる「ふくひびき」を令和５年産から選定しており、主食用米４品種との作期分散に取り組んでいる。

○ 土づくりとして、①稲わらをすき込み、②リン酸・ケイ酸・カリ混合肥料「ケイカリンバリュー」 を50kg/10aで施用し、③もみ殻堆肥を

1,000kg/10aで施用している。また、施肥管理は、土壌診断を行い、①高度化成肥料「ほほえむ444」を５kg/10aで施用し、②一発肥

料「会津米専用ズバッと一発24」を可変施肥機能・直進アシスト付き田植え機を使用し施用している。土壌中の養分量に応じて施肥

することで、コスト低減と労働力削減に繋げている。土づくりと基肥管理を十分に行っているため、追肥せずとも多収を実現している。

○ 作業の省力化を図るため、病害虫防除を親族に委託し、いもち病・カメムシ対策として殺虫殺菌剤「ブラシンキラップフロアブル」を

ドローンで散布する。また、雑草防除は、①初期処理として「ソルネット１キロ粒剤」を田植えと同時に側条で施用し、②初中期一発材

「アッパレZジャンボ」を畔から投げ込む。

○ 営農管理システム「Z-GIS」（地図上のほ場の形に合わせて作成したポリゴン（ほ場）とExcelで管理したほ場の情報を紐づけて管理

する）を活用し、作業員にほ場場所や作業内容を伝えている。また、作業終了後の記録作成もスムーズとなった。

こ ま つ だ こ う じ
飼料用米生産の優良事例① ：令和６年度 飼料用米多収日本一 単位収量の部

猪俣 一徳 福島県大沼郡会津美里町 【全国農業協同組合連合会会長賞】
いのまた かずのり

地域の単収との差（地域の平均単収）単収作付面積品種

177kg/10a（623kg/10a）800kg/10a1.6haふくひびき
※

※作柄調整後の地域の平均単収

【取組のきっかけ】

○ 多収が期待でき、経営の安定化にもつながるため、令和５年産からは「ふくひびき」で飼
料用米生産に取り組んでいる。

福島県
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【経営概況】

○ 家族経営（本人と息子）、農
繁期には４～５名を臨時雇用。

○ 水稲を中心に、小麦やそば、
かぼちゃも作付け。

【作付品目】

○主食用米
コシヒカリ、天のつぶ、こがねもち、ひとめぼれ 20.7ha

○飼料用米 ふくひびき 1.6ha

○備蓄米 天のつぶ 5.3ha

○新市場開拓用米 コシヒカリ 2.0ha

○小麦 3.1ha    ○そば 3.6ha    ○かぼちゃ 0.02ha 会津美里町



飼料用米生産の優良事例② ：令和６年度 飼料用米多収日本一 単位収量の部

高橋 俊惠 青森県五所川原市 【東北農政局長賞】
たかはし としえ

【経営概況】

○ 家族経営（本人、妻、息子、息子の妻）、
繁忙期に臨時雇用あり

○ 無人ヘリによる追肥等で省力化を図ると
ともに、額縁追肥で畦畔付近の成長しや
すい株を太く育て収量増を図る。

地域の単収との差（地域の平均単収）単収作付面積品種

93kg/10a（670kg/10a）763kg/10a12.3haゆたかまる
※

※作柄調整後の地域の平均単収

【作付品目】

○主食用米 はれわたり 3.2ha

○飼料用米 ゆたかまる 12.3ha

【取組概要】

○ 令和２年産まで作付けていた「みなゆたか」よりも、多収性、耐倒伏性及び耐病性に優れた新品種「ゆたかまる」を選定。主食用米

と作期の重ならない飼料用米の品種を選択することで、作期分散にも取り組んでいる。

○ 施肥管理は、①基肥に一発肥料（成分30-10-9）を用いて窒素成分12㎏/10ａを施肥、②追肥は、無人ヘリを用いて２回実施してお

り、１回目は７月中旬に高窒素成分肥料（成分30-0-2）を用いて窒素成分１kg/10aを散布、２回目は７月中旬に倒伏に注意しながら

NK525を用いて窒素成分１㎏/10ａを稲の生育状況に応じて、ピンポイントに調整しながら散布、③畦畔付近４列の日光及び風通しが

良い株に手散布で額縁追肥を行い、太い株に育て多収を実現している。

○ 雑草防除は①初期にシンウチEW剤を施用し、②その後、流星ジャンボを基本的には畦畔から投げ込み、圃場が大きいところは田

に入って投げ込む。

○ 米の集荷業も営んでおり、主食用米だけでなく、飼料用米及び稲わらも収集している。地域の農家の相談相手となることも多く、栽

培管理についても惜しみなく情報提供することで、地域の飼料用米生産農家の技術向上にも貢献している。

【取組のきっかけ】

○ 水田農業の経営発展と次世代への継承に向けて、作期分散による農業機械の効率的運
用による規模拡大や経営の安定化が図られることを期待して、平成27年産から飼料用米
生産に取り組む。

青森県

五所川原市
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飼料用米生産の優良事例③ ：令和６年度 飼料用米多収日本一 地域の平均単収からの増収の部

八木沼 源一 福島県石川郡浅川町 【東北農政局長賞】
やぎぬま げんいち

【経営概況】

○ 家族経営（本人と妻）、繁忙期には息子
と娘も手伝う

○ 水稲を中心に、ニラ等の野菜も作付け。
周辺農業者の主食用米の収穫・乾燥作
業を引き受けている。

地域の単収との差（地域の平均単収）単収作付面積品種

162kg/10a（544kg/10a）706kg/10a1.6haふくひびき
※

※作柄調整後の地域の平均単収

【作付品目】

○主食用米 5.2ha

コシヒカリ（特別栽培米）、 ひとめぼれ、こがねもち

○飼料用米 ふくひびき 1.6ha

○ニラ（施設栽培） 0.1ha

【取組概要】

○ 多収が期待できる「ふくひびき」を令和元年産から選定。主食用米３品種と作期が重ならないことから、作期分散・適期収穫に取り

組んでいる。また、平成30年まで作付けていた「天のつぶ」よりも耐病性・耐倒伏性に優れていたことから、栽培管理がしやすくなっ

た。

○ 施肥管理は、基肥として元肥一発肥料「超高窒素硫黄コート一発」を40kg/10aで田植え同時側条施肥で施用する。もともと地力が

高いことや、飼料用米を日当たりの良いほ場に作付けていることから、追肥をせずとも多収を実現している。

○ 雑草防除は、①田植えの１週間前に水を張った状態で初期除草剤「草笛フロアブル」を振り、②田植えの１週間後に中期剤「ウル

ティモフロアブル」を振る。

○ 省力化を図るため、①病害虫防除は、いもち病・害虫防除として箱処理剤「ブーンパディート箱粒剤」を50g/箱で施用し、②出荷時

にはフレコンを用いることで、包装代のコスト削減と労働力の削減を図る。

【取組のきっかけ】

稲作作業の省力化を図りつつ増収が期待でき、農家所得の向上にも繋がると考え、平成
28年から飼料用米の生産に取り組んでいる。
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福島県

浅川町



（単位：ｈａ）

資料 ：農林水産省公表の「新規需要米の取組計画認定状況」より作成。

（単位：ｈａ） （単位：ｈａ）

（単位：ｈａ）

（単位：ｈａ） （単位：ｈａ）

東北各県におけるＷＣＳ用稲の作付状況

○ 東北管内では、岩手県、宮城県で取組面積が大きい。

○ ＷＣＳ用稲の取組面積は、近年は多くの県でほぼ横ばいだが、岩手県、宮城県では増加傾向。
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（単位：ｈａ）

資料 ：農林水産省公表の「新規需要米の取組計画認定状況」より作成。

（単位：ｈａ）（単位：ｈａ）

（単位：ｈａ）（単位：ｈａ）

（単位：ｈａ）

東北各県における米粉用米の作付状況

○ 米粉用米の取組面積は、秋田県で取組が多い。
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米粉用米の状況

○ 米粉用米の需要量は、平成29年度までは２万トン程度で推移。

○ 米粉の特徴を活かし、グルテンを含まない特性を発信する「ノングルテン米粉第三者認証制度」や「米粉

の用途別基準」の運用を平成30年から開始したところであり、米粉の需要量が拡大。

米粉用米の生産量・需要量の推移

注） 農林水産省調べ（平成21年度の生産量は計画数量。需要量は需要者からの聞き取り。数値は需要量）g

◆米ピューレ

製粉コストの状況

新たな米粉の活用

・ 特殊な加工技術により、増粘多糖類
や油脂等の代替として製パン時の粘
度調節に使用

◆アルファ化米粉

◆新たな米粉加工品を使用した製品

（kgあたり）

◆簡便なミックス粉

・ 袋の中で材料を混ぜ、電子レンジ
で加熱するだけでできるグルテンフ
リーケーキのミックス粉

尾西食品

・ 米穀を加熱処理した後に裏漉しし、
ピューレ状に加工してパン等に利用

・ 乳化剤の代替として利用でき、保湿
性に優れたパンの製造等が可能



米粉に適した品種の開発 パンに適した品種（ミズホチカラ）を使用した製品

パンに適した品種であるミズホチカラの生産が広がっており、
これらを原料とした米粉製品の開発が増加。

●ミズホチカラ（２０１１年３月品種登録）
製粉時のデンプン損傷が少ないため膨らみやすく、主食用品種に

比べ２割以上の増収が期待できるパンに適した品種。

［米粉パンの形状比較］

比容積：4.2 比容積：3.7

「ミズホチカラ」 主食用米「あきまさり」

●越のかおり（２０１１年２月品種登録）
白米のデンプン成分のうち、炊飯米を硬くするアミロースの含有量

が多く、茹でても溶けにくく、麺離れが良い品種。

［米麺の形状比較］

越のかおり
春陽

（中ｱﾐﾛｰｽ）

熊本製粉（熊本県） 金沢米粉料理ラボ SOMA（石川県）

ネティエノ（山口県） ライステクノロジーかわち（茨城県）

用途別基準に基づくパン用米粉 北陸地方で無農薬栽培
された原料米を使用

ノングルテン米粉第三者
認証を受けた米粉

ヤンマーホールディングス（株）の
グループ会社がライスジュレを製造

4343

米粉に適した米粉用米生産の拡大

○ 米粉の需要拡大に向けて、原料用米の生産面では、パンに適した「ミズホチカラ」や麺に適した「越のか

おり」等、各地において加工適性や収量に優れた品種が開発。

○ 米粉に適した米粉用米の生産が各地で増加しており、これらを使用した米粉製品が各地で開発。



資料 ：東北米粉利用推進連絡協議会「東北米粉食品情報」から抜粋。

米粉の製粉について

有限会社 丸井精米工場（青森県）

株式会社 淡路製粉（秋田県） 吉田製粉株式会社（山形県） 株式会社 田中製粉（福島県）

有限会社 菅原商店（宮城県）

粉砕装置（気流式粉砕装置）米 米粉

東北における製粉会社の例

米粉ができるまで

44



東北各県の米粉食品について

髙橋商店 （株）安倫アンテナショップ（青森県）

玉木屋本舗（福島県）

おかし工房木村屋（岩手県）

マルコー食品 株式会社（宮城県）

パパ・パティシエ（秋田県）

KOMFORTA（コンフォルタ）（山形県）

○ 東北各県で米粉を使用した商品が数多く登場。ただ小麦粉の代替というだけにとどまらず、米粉の強みを

活かした製品が登場。

資料 ：東北農政局「東北米粉食品販売店マップ」から抜粋。
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◆ グルテンフリー市場は、麦類に含まれるグ
ルテンによるアレルギー、セリアック病、
グルテン過敏症、ダイエット等に対する
ニーズにより形成。

◆ 米は成分としてグルテンを含んでいないた
め、近年、米粉やその米粉を利用した商品
の製造に取り組むメーカーも増加。

◆ 平成30年６月から、グルテンフリー表示
よりも高い水準をクリアして、グルテン含
有「１ｐｐｍ以下」の米粉を「ノングルテ
ン表示」でアピールする「ノングルテン米
粉第三者認証制度」を開始。

◆ また、令和３年６月には、更なる輸出拡大
に向けて「ノングルテン米粉の製造工程管
理ＪＡＳ」の認証を開始 。

世界のグルテンフリー市場規模
米粉によるグルテンフリー市場の

取り込みに向けて

アメリカや欧州を中心に、
世界のグルテンフリー市場は順調に拡大しており、

2024年には約100億USドルに達する見込み。

（百万USドル）

4646

米粉によるグルテンフリー市場の取り込みに向けて
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米粉の輸出に向けた取組

○ 米粉の需要拡大を図るためには、国内だけでなく、海外における需要を創出し、輸出を拡大していくこと

が重要。

○ このため、農林水産省、関係機関が連携し、海外における日本産米粉の優位性を活かした需要創出の取

組や取引の拡大を支援。

農林水産省 ＪＥＴＲＯ・全米輸

令和４年12月に、輸出促進法に基づき、「コメ・パックご飯・米粉

及び米粉製品」の認定品目団体として、全日本コメ・コメ関連食品輸

出促進協議会（全米輸）を認定。全米輸による、コメ・コメ加工品の

輸出拡大に向けた、オールジャパンでの需要開拓等を支援。

（品目団体輸出力強化緊急支援事業 令和６年度補正予算額：4,162百万円の内数）

平成29年9月に「コメ海外市場拡大戦略プロジェクト」を立ち上げ、

戦略的に輸出に取り組む輸出事業者、輸出産地等を特定し、輸出

事業者等が行う海外市場開拓、海外でのプロモーション活動等を

支援。海外における米粉の需要創出に向けた、効果的な

プロモーション活動等を支援。

（コメ・コメ加工品輸出推進緊急対策事業 令和６年度補正予算額：100百万円）

ＪＥＴＲＯの取組

ウェブサイトに「米粉」のページを開設し、
日本産米粉の優秀さを海外にＰＲ。
https://www.jetro.go.jp/agriportal/pickup/riceflour.html

米粉等の取引の機会を提供するマッチングデータベースを開設。
米粉／日本農林水産物・食品輸出マッチングサイト

日本語版

https://e-venue.jetro.go.jp/
bizportal/s/SearchSpecific?language=ja

英語版

https://e-venue.jetro.go.jp/
bizportal/s/SearchSpecific?language=en_US

全米輸の取組

令和６年度は、訪日外国人旅行者を対象とした米粉及び米粉製品の試食
イベントを実施。訪日外国人旅行者に試食した米粉製品の評価をしても
らい、その結果等をフィードバックすることで、米粉及び米粉製品の製
造事業者等に米粉及び米粉製品の輸出可能性を感じてもらい、輸出意欲
の醸成を図る。

また、アメリカやイギリス等で、展示会への出展や試食会・商談会を実
施し、米粉及び米粉製品の製造事業者等に輸出拡大に向けた商談機会を
提供。
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米粉関連施策①

施設・設備の整備

強い農業づくり総合支援
交付金のうち産地基幹施設等

支援タイプ

（ R７予算額：120億円の内数）

国産米粉用米の安定供給のため
、その生産から流通までの強い
農業づくりに必要な米粉・米粉
加工品製造機械等の生産基盤の
整備を支援

例：農業生産法人と連携した米粉
製造業者が、粘性を付与した
高付加価値米粉（α化米粉）
開発のための新たな製造設備を
整備

高付加価値米粉の開発

補助率１／２以内

例：米穀需要拡大に対応するため、
玄米倉庫を整備

玄米倉庫

貸付限度額 80％以内

食品安定供給施設整備資金
（米穀新用途利用促進）

（日本政策金融公庫）

※中小企業のみ対象

米穀の新用途への利用の促進に
関する法律に基づく生産製造
連携事業計画の認定を受けた
米粉製造業者・米粉加工品製造
販売業者の米穀の保管や新商品
の開発に必要な施設の改良、
取得等の整備を融資により支援

米穀の新用途への利用の促進に
関する法律に基づく生産製造
連携事業計画の認定を受けた
米粉製造業者・米粉加工品製造
販売業者の米粉用米加工施設・
機械等の整備を支援

例：米粉製造機械、製パン設備を
導入し、生産製造連携事業
計画に基づき利用を拡大

米粉製粉工場

補助率 1／2以内

米粉製造機

米粉需要創出・利用促進対策事業
のうち米粉製品製造能力

強化等支援対策事業

（R６補正予算額：20億円の内数）

製粉業者、食品製造業者による
米粉・米粉製品の製造、施設
整備及び製造設備の増設等を
支援

補助率１／２以内

・米粉が主原料でグルテンフリー
の場合には設備・機械に加え
て建屋も支援対象

・米粉と小麦粉のブレンド製品の
場合は製造設備・機械が支援
対象

農業者 ・ 食品加工業者共通 農業者

農山漁村振興交付金のうち
地域資源活用価値創出対策

（旧 農山漁村発イノベーション対策）

（地域資源活用価値創出整備事業
（定住促進・交流対策型））

（旧 農山漁村発イノベーション整備事業）

（R７予算額：74億円の内数）
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米粉関連施策②
新商品開発

農山漁村振興交付金のうち
地域資源活用価値創出対策

（旧 農山漁村発イノベーション対策）

(地域資源活用価値創出推進事業(創出支援型)
のうち地域資源活用・地域連携推進支援事業)
(旧 農山漁村発イノベーション創出支援型のうち農山漁村発イ

ノベ－ション推進支援事業）

（R７当初予算額：74億円の内数）

米粉事業に取り組む農業者等の新商品開
発・販路開拓の取組や研究開発・成果利
用の取組等を支援

例：農業生産法人が食品加工業者と連携して
米粉を使った新商品を開発

交付率 １／２以内 等

米粉需要創出・利用促進対策事業のうち
米粉商品開発等支援対策事業

（R６補正予算額：20億円の内数）

米粉を原料とする商品開発・製造等に
必要な食品製造業者等の取組を支援

・ 米粉の特徴を活かした商品の開発
・ 米粉・米粉製品の製造等に必要な機械の

開発、導入
・ 米粉を原料とする商品の広告宣伝
・ 新商品の上市後３ヵ月間の原材料（米粉）費

交付率 １／２

輸出

コメ・コメ加工品輸出推進緊急対策事業
（R６補正予算額：１億円）

戦略的輸出事業者による認定品目団体等
と連携した日本産コメ・コメ加工品の海
外需要開拓・プロモーションや商流確保
のための環境整備の取組等を支援

例：戦略的輸出事業者による海外での米粉
製品のプロモーションに対する支援

補助率 定額、１／２以内

品目団体輸出力強化緊急支援事業
（R６補正予算額：41億円の内数）

品目団体が行う業界全体の輸出力強化に
向けた取組を支援

例：オールジャパンで米粉・米粉麺等の
プロモーションを実施

補助率 定額、１／２以内

左から、「ノングルテン米粉認証ロゴマーク」
「ノングルテン米粉使用マーク」「特色JASマーク」
「用途別基準の「推奨ロゴマーク」」

商品化 需要拡大

米粉のアピール等

消費者理解醸成・行動変容推進事業

（ R７当初予算額：0.5億円）

地域の多様な取組や食と農業の魅力に
ついて、メディア・SNS等を活用した
情報発信を展開するとともに、
シンポジウム・フェアを開催

委託

米粉需要創出・利用促進対策事業
のうち米・米粉消費拡大対策事業

（R６補正予算額：20億円の内数）

国内で自給可能な米・米粉や米粉製
品の利用拡大に向けた情報発信や全
国各地の関係者が連携した利用促進
等の取組を支援

補助率 定額

米粉事業に取り組む農業者等によって開発された商
品の消費者評価を行うために必要な試食会の開催、
商談会への出展等の販路開拓の取組を支援

交付率 １／２以内 等

例：新たに開発した高アミロース米の米粉麺を商談会に
出展新商品を開発

官民一体の
米粉消費拡大運動

国内産米粉総合情報サイトの作成

農山漁村振興交付金のうち地域資源活用価値創出
対策（旧 農山漁村発イノベーション対策）

(地域資源活用価値創出推進事業(創出支援型)のうち
地域資源活用・地域連携推進支援事業)

(旧 農山漁村発イノベーション創出支援型のうち
農山漁村発イノベ－ション推進支援事業）

（R７当初予算額：74億円の内数）
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④ 米の輸出



（単位：ｈａ）

資料 ：農林水産省公表の「新規需要米の取組計画認定状況」より作成。

（単位：ｈａ）

（単位：ｈａ）

（単位：ｈａ）

（単位：ｈａ）

（単位：ｈａ）

東北各県における新市場開拓用米（輸出用米）の作付状況

○ 新市場開拓用米（輸出用米）の取組面積は、生産拡大の取組により大幅に増加。

○ 東北管内では宮城県を筆頭に青森県、岩手県、秋田県、山形県で取組面積が大きい。
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日本食レストランの広がり

2023年の海外における日本食レストラン
は約18.7万店
（2021年の約15.9万店から約2.8万店増加）

日系中食・外食チェーンの海外進出

元気寿司（香港、シンガポール） スシロー（台湾、シンガポール等）

日系スーパーの中食での日本産米使用例
（香港、シンガポール等）

おむすび権米衛（（株）イワイ）
（アメリカ、フランス）

5353

日本食マーケットの広がり
○ 海外の日本食レストランの店舗数は増加傾向にあり、アジアの店舗数が最も多い。日本食のマーケットは

確実に世界で広がりつつある状況。

○ 近年は日系中食・レストランチェーン、小売店の海外進出等を背景に、日本産米の海外需要も年々高まっ

ている。
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米加工品の輸出実績

資料：財務省「貿易統計」より
注 ：米粉麺は2020年より貿易統計にて輸出実績を集計・公表。

括弧書きは対前年同期比を表す。



生
産
者

J
A

輸
出
事
業
者
（
米
卸
）

輸
出
商
社

海
運
業
者
（
乙
仲
）

通
関

現
地
卸

（
輸
出
事
業
者
の
現
地
拠
点
）

輸
入
業
者

小
売
店
・
レ
ス
ト
ラ
ン
等

国内 輸出先国

米の輸出経路について

○ 米の輸出においては、輸出事業者（米卸、輸出商社等）が海外需要開拓において主要な役割を担っている

ことが多い。海外に現地拠点を設置し、現地卸を通さず、自ら販路開拓を図っている事例も見られる。

○ 米の輸出量が増加している中、輸出においても今後は大ロット・安定供給が求められることが見込まれ、

JAや大規模法人等の産地が果たす役割は重要。

○ また、輸出のためには、

① パートナーとなる輸入業者・現地卸と結びつくだけでなく、

② 海外の消費者・実需者（小売店、レストラン等）が求める商品を提供する「マーケットイン」の発想で

輸出に取り組むことが重要。
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コメ海外市場拡大戦略プロジェクトについて①
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戦略的輸出事業者参加状況（2025年8月1日時点） 戦略的輸出基地（産地）参加状況（2025年8月1日時点）

重点国・地域輸出目標戦略的輸出事業者

中国、北米、EU、ﾛｼｱ等
コメ：50,000トン

パックご飯：200万食
ＪＡ全農

中国、ﾛｼｱ、EU等
コメ：10,500トン

パックご飯：100万食
米粉・米粉製品：100トン

㈱神明

米国等コメ：10,000トン㈱クボタ

中国、北米、EU、ﾛｼｱ等
コメ：10,000トン

パックご飯：100万食
全農ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱

中国、香港、北米、EU、
東南アジア（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・
ﾀｲ等）、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ、ﾛｼｱ等

コメ：6,000トン木徳神糧㈱

○ 主な戦略的輸出事業者（輸出目標上位5事業者を抜粋）

※ 原料米換算。輸出事業者の目標の積み上げであり、重複して計上される場合もある。

123事業者（目標数量合計：17.3万トン※） (1) 団体・法人 158産地
(2) 都道府県単位の集荷団体等 8団体（ＪＡ全農県本部、経済連）

（(1)以外の産地も含めた取組を推進する都道府県単位の団体等）
(3) 全国単位の集荷団体等 １団体（ＪＡ全農）

（(1)、(2)以外の産地も含めた取組を推進する全国単位の団体等）

戦略的輸出基地都道府県

ＪＡみやぎ登米宮城県

JA岩手ふるさと岩手県

JAごしょつがる青森県

JA秋田おばこ秋田県

JA山形おきたま山形県

○ 東北の主な戦略的輸出基地（令和３年産輸出用米生産実績上位5産地を抜粋）

戦略的輸出基地都道府県

（株)みちのくクボタ青森県

(株)庄内こめ工房山形県

中埣地域「みやぎ米」
輸出拡大プロジェクトチーム

宮城県

農事組合法人 樽見内営農組合秋田県

F.A.I.N山形県

【団体】 【農業法人】

コメ海外市場拡大戦略プロジェクトについて②

○ 現在までに123の戦略的輸出事業者、167の戦略的輸出基地が2025年の輸出目標と目標達成に向けた取組

方針を設定。（戦略的輸出事業者による目標数量合計：約17.3万トン(原料米換算)）

○ 参加事業者に対して、戦略的輸出事業者が産地と連携して取り組むプロモーション等に対する支援、戦略

的輸出事業者と産地のマッチングの推進や海外規制動向のタイムリーな情報発信等の施策を通じて輸出を強

力に後押し。
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全日本コメ・コメ関連食品輸出促進協議会（全米輸）の概要

■全米輸による海外需要開拓の取組例

○ 米・米関連食品の海外需要の開拓・拡大のため、オールジャパンでの輸出を促進する全国団体（一般社団法人全日
本コメ・コメ関連食品輸出促進協議会（全米輸））を平成27年８月13日に設立。

○ 令和４年12月５日付けで輸出重点品目となっている「コメ・パックご飯・米粉及び米粉製品」の認定品目団体(※)
として認定。（※品目団体の認定制度は、輸出促進法に基づき、輸出重点品目ごとに、生産から販売に至る関係者が
連携し輸出の促進を図る法人を、その申請に基づき、所管大臣が認定品目団体として認定するもの。）

資料 ： 農林水産省「米の輸出をめぐる状況について（令和６年８月）」から抜粋

Winter Fancy Food Show 2024への出展（アメリカ）（2024年1月）

アメリカ西海岸最大級の高級食品見本市であるWinter Fancy Food Show 2024に出展（前年
の同見本市の来場者数：約13,000人、出展社数：約1,100社・団体）。全米輸ブースをJETRO
のジャパンパビリオン内及びその隣接ブースに配置することで、現地バイヤーを効果的に誘客。

コメについては、アメリカ向けのほか、カナダやメキシコ向けにも引き合いがあり、また米菓
は、現地系バイヤーに焦点を絞った商品開発やPB商品化の提案等が好評を得た。

日本産コメ・コメ加工品輸出ハンドブック（2023年度）

全米輸では、海外におけるコメ・コメ加工品の消費・流通等のマーケット情報や、関税や検疫制度等の規制情報を掲載したハンドブック
を作成（第１版 2016年度発刊）。最新の情報を反映させるとともに、新たにサウジアラビア、イスラエル及びメキシコを加え「令和５年
度版 日本産コメ・コメ加工品輸出ハンドブック」（対象：19か国・地域）を作成。

作成したハンドブックは、日本産コメ・コメ加工品の輸出に取り組んでいる事業者や、これから取り組む事業者が広く活用できるよう全
米輸HPに掲載。

パックご飯の市場開拓実証事業（2023年度）

台湾・香港・アメリカの日本産米パックご飯販売店及びこれまでパックご飯の取扱がない小売店において、すし酢付きパックご飯として
消費者に提案することで、購入意欲に影響があるかを実証。調査においては、「パックご飯で自分好みの寿司を作る」というコンセプトを
提示し、コンセプトに対する消費者の受容性や購買意欲を把握。

パックご飯に対する認知度は高いものの、購入経験率は低く、パックご飯を使った日本食メニューの提案をすることで、購買意欲が増加す
るという結果となった。現地系消費者へのパックご飯の需要拡大に向けて、この結果を今後のプロモーション等に反映できるよう、会員企
業にフィードバックを実施。

▲ブースでの商談の様子 ▲展示会会場の様子

▲ ハンドブック

▲パックご飯に添付
したすし酢 58
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コメ輸出の取組事例①

○ 主食用米の消費減少の中、農家所得の向上と将来の
販路拡大を見据え、平成30年度に大手米卸業者であ
る神明の提案をきっかけに、輸出用米の取組を開始。

○ 神明からは、低価格で安定した品質のコメを供給するこ
とが求められているため、多収性品種の導入や堆肥の有
効活用により低コスト生産を推進。輸出用米の生産拡
大と生産者手取り確保の両立を図っている。

○ 特別栽培米である環境保全米の生産も進めており、国
内外で評価されるコメ作りにも意欲的に取り組んでいる。

みやぎ登米農業協同組合（宮城県登米市）

取組概要 主な輸出ルート

輸出実績・目標

海外において「宮城県登米産米」
のPRを実施。

生産された多収品種は、
香港の寿司チェーン等で提供。

生産者（JAみやぎ登米がとりまとめ）

全農みやぎ

海外小売店等

㈱神明

精米輸出
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2025年度2023年度2022年度2021年度

340,000401,062407,368392,207輸出金額
（千円）

3,0003,5633,0063,012輸出量
（トン）

香港、アメリカ、シンガポール輸出先国

（目標）



コメ輸出の取組事例②

○ 輸出先国の事業者との商談を15年近く継続し、信頼
関係を築いたうえで輸出を実施。この信頼関係に基づき、
輸出に係る手続も事業者と連携のうえ実施。

○ 海外のオーダーに合わせ、年間を通して安定的な高品
質米を供給するために、国の補助事業を活用して冷温
倉庫の整備を実施。

○ 売り上げについては生産者への還元を徹底することで、
生産者との信頼関係を強め、複数年契約の拡大に寄与。

秋田屋株式会社（秋田県横手市）

取組概要 主な輸出ルート

輸出実績・目標

生産者

秋田屋株式会社

海外小売店等

輸出先国の事業者

※ 上記は精米の輸出実績・目標。

精米輸出

輸出先国からの求めに応じ、
トラック・貨物列車・船で輸出。輸出先国の事業者と直接商談。
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2025年度2023年度2022年度2021年度

145,81863,39475,12173,008輸出金額
（千円）

597267312267輸出量
（トン）

シンガポール、イギリス、マレーシア、香港、米国輸出先国

（目標）



コメ輸出の取組事例③

○ 国内のみならず海外マーケットへの販路拡大を見据え、
米の新たな需要を創出する取組として、グルテンフリー食
品や甘酒等の米加工品の輸出に取り組む。

○ 2021年には、グループ企業がパックご飯工場を新設し、
同社が販売会社として輸出を担う。パックご飯は、炊飯器
が無い海外おいても簡単に調理することができるため、輸
出数量の伸びが期待できる。

○ 商社を介さず現地まで商品を運ぶことで中間手数料を
削減する取組等に加え、海外ニーズを捉えながら販路開
拓を進め、輸出拡大を目指す。

大潟村あきたこまち生産者協会（秋田県大潟村）

取組概要 主な輸出ルート

輸出実績・目標

甘酒はハラール認証を取得。グルテンフリー商品を海外展開。

（目標）

生産者

大潟村あきたこまち生産者協会

物流会社
（ECサイト対応）商社

海外代理店・取引先
※ 2022年度は、コロナ渦による

商談件数減少、資材費高騰等
により前年比で実績は減少。

米加工品輸出
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2025年度2023年度2022年度2021年度

213,6995,8833,2737,934輸出金額
（千円）

235.14.673.48.0輸出量
（トン）

（追加）
カナダ、オー
ストラリア

（追加）
フランス、オラ
ンダ、英国

（追加）
モンゴル、ベ
トナム、サウ
ジアラビア

香港、中国、
台湾、アメリ
カ、シンガ
ポール

輸出先国

※ 上記はコメ加工品（グルテンフリー食品・アレルギー対応食品、甘酒、
パックご飯）の総量。また、輸出量は玄米換算の重量。



コメ輸出の取組事例④

JAグループ福島米輸出連絡会議（福島県）

取組概要 主な輸出ルート

輸出実績・目標

香港の飲食店における福島県産
農産物のPRを実施。

福島県産米の安全性や魅力を
伝えるトップセールスも実施。

生産者

ＪＡ・全農

海外小売店等

全農インターナショナル

（目標）

精米輸出

※ 上記は精米の輸出実績・目標。

○ 震災前から中国向けをはじめとして米輸出に取り組んで
いた。一方、震災以降、輸出先国の輸入規制により一
時途絶えたものの、2016年頃から輸出への取組を再開。

〇 現在は、農家手取りの最大化に資する目的で輸出へ
取り組んでいる。今後、需要に応じた生産により、令和
７年産米で1,000トンの取り扱いを目標としている。

○ 目標達成に向けた販売促進の一環として、2023年１
月に米国でのトップセールスを実施。福島県産米の安全
性への理解促進のためのPRを行った。
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2025年度2022年度2021年度

200,00079,95040,000輸出金額
（千円）

1,000400200輸出量
（トン）

（追加）フィ
ンランド、タイ、
香港、中国

（追加）ア
メリカ、カナダ、
マレーシア

イギリス、香
港、シンガ
ポール

輸出先国

2025年度2023年度2022年度2021年度

200,000125,54479,95040,000輸出金額
（千円）

1,000628400200輸出量
（トン）

イギリス、フィン
ランド、香港、
シンガポール、
アメリカ

（追加）
フィンランド、

タイ

（追加）ア
メリカ、カナダ、
マレーシア

イギリス、香
港、シンガ
ポール

輸出先国



⑤ 環境に配慮した水稲生産技術



単位：万t-CO2換算

＊温室効果は、CO2に比べメタンで25倍、N2Oでは298倍。
出典：国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排
出量データ」を基に農林水産省作成。

5,084万t-CO2

（2020年度）

CO2
(37.3%)

CH4
(43.5%)

N2O
(19.2%) 燃料燃焼

1,855

石灰･尿
素施用

43
家畜の消化
管内発酵

763
家畜排せつ

物管理
239

稲作
1,200

家畜排せ
つ物管理

384

農用地の土壌
581

日本の農林水産分野の温室効果ガス
排出量（2020年度）

日本の農林水産分野のメタン（CH４）
排出量（2021年度）

日本の農林水産分野の温室効果ガス（GHG）の排出

○ 日本の農林水産分野の排出量は5,084万トン。（2020年度）

○ メタン（CH４）の温室効果は、CO2に比べて25倍。農業分野におけるメタン排出の半分以上を稲作が占め

ており、発生を抑制していくことが重要。
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水田におけるメタン発生原理

資料 ：農林水産省「みどりの食料システム戦略 技術カタログ」から抜粋。

水田におけるメタン発生原理

○ 湛水すると土壌中が還元状態となり、絶対嫌気性（酸素があると生育できない）のメタン生成菌によりメ

タンが生成。土壌中で生成されたメタンのほとんどは、水稲の通気組織を通って大気中に放出。

○ 落水すると土壌中が酸化状態となるため、メタン生成菌の活動が低下し、メタン発生量は減少。
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水田からのメタン発生抑制技術

○ 水田からのメタン発生抑制は、①中干し期間の延長や②秋耕（しゅうこう）により行うことが可能。

中干し延長の取り組み方や
留意点はこちら！

秋に稲わらのすき込みを行うことで、

温室効果ガス（メタン）少なくとも１割削減！

中干し期間を１週間程度延長することで、

温室効果ガス（メタン）約３割削減！

水田メタン発生抑制のための
新たな水管理技術マニュアル へリンク

稲わらのすき込みや秋耕の
その他効果や留意点はこちら！

環境負荷低減に資する栽培技術集
（農林水産省） へリンク

（該当技術は③、⑤）
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J-クレジット制度を活用した水稲栽培における中干し期間の延長
○ Ｊ－クレジット制度は、方法論に基づく取組について、温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレジットとして国が

認証し、取引を可能とする制度で、経済産業省・環境省・農林水産省が運営。農林漁業者等の排出削減・吸収の取組

により生じるクレジットを売却することで収入を得ることができることから、農林水産分野での活用が期待。

○ 水稲栽培における「中干し」の実施期間を従来よりも延長することで、土壌からのメタン発生量を削減。複数の削

減活動を取りまとめる「プログラム型プロジェクト」での取組が広がっている。

○ 仮にモデル的な水田（排水性が十分良い水田で、前作の稲わらを全量すき込んでいる場合）で、森林系クレジット

の過去の取引事例と同様の価格（１万円/tCO2）で販売できた場合、東北地域では3,900円/10ａ程度の収益を想定。

【中干し延長に取り組む前に必要な情報】

資料：農林水産省「みどりの食料システム戦略の実現に向けて（令和７年10月）」
「制度紹介チラシ （Jクレジット制度を活用して稲作の「中干し期間延長」に取り組んでみませんか？）」
「水稲栽培における中干し期間の延長」のJクレジット制度について（令和7年５月）」から抜粋

【確認方法】【必要なデータ】

生産管理記録等直近２か年以上の中干しの実施日数

【確認方法】【必要なデータ】

生産管理記録等＋記録が実態と相違ないことが
客観的に確認できる証跡

中干しの開始日・終
了日・実施日数

生産管理記録等
プロジェクト実施時
の出穂日

営農計画書・水稲共済細目書等水稲作付面積

営農計画書・水稲共済細目書等水田の所在地域

日減水深※の測定記録＋記録が実態と相違ない
ことが客観的に確認できる証跡

※１日あたりの田面水の浸透・蒸発速度をいい、春の田植え
頃、降雨のない日に用水の取水口と排水口を閉めて低下した水
位を計測する。

水田の排水性（任
意）

生産管理記録等水田の施用有機物
（稲わらの持ち出し
量・堆肥の施用量）
※前作の情報が必要

■「プログラム型プロジェクト」のスキーム
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【中干し延長に取り組んだ年に必要な情報】

食料生産において、食品安全の確保は最優先。土壌中のカドミウム濃度の高い地域では、出穂期前後各3
週間における湛水管理等を行うことが重要であり、中干しは７日から10日前後にとどめる必要があることから、
こうした地域での中干し期間の延長の取組の可否については、地域の実情等に応じて慎重に判断する必要。

（企業、自治体等）

■留意点



米農家に向けた環境保全の取組周知チラシ

○ 環境負荷低減に向けた取組が営農の1つの選択肢となるよう、具体的取組とその取組が経営に与えるメ

リットを示しつつ、支援予算や制度についてまとめたチラシを作成。東北農政局HP掲載に加え、各種会議

等、様々な機会を捉えて農業者・事業者に情報発信。

裏面で支援策
も紹介

チラシは以下のHPに
掲載しています！

環境負荷低減につ
ながる取組例を掲
載

（東北農政局HPへリンク）
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～水稲生産で取り組む～ 環境負荷低減取組事例集

○ 東北地方では作付面積において水稲がその多くを占めるところ、水稲に照準を絞り、既に環境負荷低減に

取り組んでいる地域にも、これから取り組んでみようと考えている地域にも、その取組内容の検討や実践に

あたって参考として活用いただくことを目的に事例集を作成。

事例集は右のQRコード、
もしくは以下より検索！

生産者やJA、地方自治体の
有機農業
みえるらべる

（環境負荷低減の見える化）
Jクレジット中干し延長

の取組事例を掲載。
（R7.4現在：23事例）

事例毎に、
取り組んだきっかけ
取組状況（規模や効果、収益）
今後の取組方針 を掲載。
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持続的な農業生産の技術体系（水稲）

○ 水田農業においては、稲、麦、大豆等の輪作により連作障害や病害虫を抑制し、一体的に取り組むことが

効果的。

〇 水稲の持続可能な栽培体系においては、積極的な土づくりや適切な水管理等による、化学肥料や化学農薬

の低減が不可欠。
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田植え直後、移植数日後のごく早い時期
に、苗の上からチェーンを引っ張ることで、
水田全体の表土をかき混ぜて除草。チェー
ン除草機の材料は２万円程度で調達でき、1
日程度で作製も可能。

その後も新たに発芽してくる雑草が活着
する前に5-7日間隔で最高分げつ期頃まで4-
5回作業すると、出穂期の雑草が半減し、減
収を抑制。

チェーン除草 両正条植田植機

移植後３日目のチェーン作業の様子

水稲移植後１ヶ月後の水田の様子

資料：農林水産省「水稲の技術情報のページ」から抜粋 資料：農業機械技術クラスター | 農研機構 (affrc.go.jp)

従来の機械除草では、田植機の移植作業方向と同
じ方向でしか機械除草を行うことができなかったため、
株間の除草効果が低い。

両正条植田植機により、水田の縦横２方向の機械除
草が可能となり、除草効果の向上が期待。

※両正条植え・・・植付株の条間と株間が同じ距離に保たれ、植付条
と直交する方向にも植付株が直線上に揃った状態。

（イメージ）

従来の田植機を使用 両正条植田植機を使用

×

○

○

○

雑草抑制技術

○ 除草剤を使用せずに雑草の発生を抑制する方法として、チェーン除草等がある。低コストで取り組むこと

ができ、雑草害による減収を抑制することが可能。

○ また、両正条植田植機の登場により、従来不可能だった縦横２方向の機械除草が可能となり、労働時間の

短縮が期待。
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水稲への土壌のケイ酸供給力（可給態ケイ酸含
量）が低い水田が増加傾向。

ケイ酸供給力が低いと割れ籾が増加し、カメムシ
の玄米吸汁による斑点米被害を助長。

ケイ酸資材※を施肥することで籾殻のケイ酸濃度を
高め、割れ籾の発生を抑制。

撮影用ドローンで空撮した画像を分析し、
病害虫・雑草の発生箇所を検知。 分析結果
を元に、農薬散布用ドローンによるピンポ
イント農薬散布を実施。

ドローンによるピンポイント散布を行う
ことにより、 動力散布機械に比べて農薬散
布量は30～50％ 削減可能で、作業時間も
50～75％削減可能。

ドローンを利用したピンポイント農薬散布 土壌のケイ酸供給力に基づいた

斑点米被害抑制技術

資料：農林水産省「令和３年度 農業分野におけるドローン の活用状況」から抜粋 資料：農林水産省「水稲の技術情報のページ」から抜粋

カメムシの吸汁

ケイ酸資材の施用

※ケイ酸資材（有機栽培の場合）・・・鉱さいケイ酸質肥料（ケイカル）
熔成りん肥（熔リ ン）
籾殻低温焼却灰等のJAS有機対応資材

病害虫抑制技術

○ ドローンを利用したピンポイント農薬散布により、動力散布機械に比べて農薬散布量を削減可能。また、

作業時間も動力散布機械に比べて削減可能。

○ また、ケイ酸資材を施用することで割れ籾の発生を抑制し、斑点米カメムシ類の吸汁による斑点米被害の

助長を防ぐことが可能。
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化学農薬・化学肥料の使用量の低減に資する技術のポイント

○ 農林水産省は、各都道府県の生産現場において既に実践されている化学農薬・化学肥料の使用量の低減に

資する技術を聞き取り、代表的な技術とその技術のポイントを取りまとめました。
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海へ（海洋汚染）

プラスチック被膜肥料

プラスチック被膜肥料について

○ プラスチックを使用した被覆肥料は、作物の生育に応じて肥料成分が溶け出すことから、追肥の手間が省

けて省力化できるとともに、肥料の投入量も減り、地下水への流出などが抑えられ、環境への負荷も低減可

能。

○ 一方で、使用後の被膜殻がほ場から水路や河川を通じて海洋に流出し、海洋汚染の要因となっていること

が指摘されている。

○ 令和２年にプラスチック被膜肥料の流出実態調査を行った結果、代かき直後に全流出量の９割以上が流出。

流出！

資料：農林水産省HP「プラスチック被膜肥料の被膜殻の流出防止について」から抜粋 78



① プラスチックを使用しない緩効性肥料への切替

・ 硝化抑制剤入り流し込み液肥

・ 化学合成緩効性肥料（ウレアホルム等）

② 省力的な施肥体系への切替

・ ドローンによる局所施肥

・ ペースト２段施肥技術

資料：農林水産省HP「プラスチック被膜肥料の被膜殻の流出防止について」から抜粋

■ プラスチック被膜肥料を使用する場合

▲ ペースト２段施肥技術

■ プラスチック被膜肥料を使用しない場合

プラスチック被膜肥料流出対策

○ プラスチック被膜殻を流出させない技術として、自然落水で水位を調整、浅水代かき、排水口における

ネットの設置等がある。令和３年にプラスチック被膜肥料の流出実態調査を行った結果、捕集ネットは、

代かきから強制落水までの間、継続して設置することが妥当であると示唆された。

○ プラスチック被膜殻の代替技術として、硝化抑制剤入り流し込み液肥、化学合成緩効性肥料、ドローンに

よる局所施肥、ペースト２段施肥技術等がある。
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⑥ 参考



水稲生産に係る技術情報ページの紹介①

○ 水稲の技術情報のページでは、農林水産省のホームページ等に掲載している水稲栽培の技術に関する様々

な情報を集約しています。基本的技術から実用化された新技術、さらに研究成果や研究者に関する情報を提

供しています。

QRコード
水稲の技術情報のページ

掲載されている技術の例
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水稲生産に係る技術情報ページの紹介②

○ 「みどりの食料システム戦略」技術カタログでは、環境負荷の軽減等に資する技術を作物別にまとめてい

ます。

掲載されている技術の例

QRコード
みどりの食料システム戦略 技術カタログ（水稲）
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例①（29年度：計画作成主体：秋田市農業再生協議会）（秋田県）

取組の概要

対象品目 ：水稲・大豆（産地面積：110㏊）
主な取組主体：農事組合法人アグリあいかわ
成果目標 ：販売額の10％以上の増加
導入施設等 ：整備事業（乾燥調製施設）

生産支援事業（播種機・中耕ディス
ク・乗用管理機・コンバイン・大豆
調製設備一式）

ポイント

地域の関係者
（秋田市、ＪＡ新
あきた、秋田県
秋田地域振興
局）が連携を図り
事業を推進

【水稲】
○ 担い手による機械・施設の共同利用と担い手への農地集積による品質の均
一化とコスト削減を図る。

○ 色彩選別機の導入により、品質向上、収益力の強化が見込まれる。

【大豆】
○ 法人化による農地集積・団地化を図るとともに、大豆栽培面積拡大に必要な農業機

械を導入し、適期栽培管理作業、単収の増加を図る。
○ 乾燥調製設備の整備により、品質向上と販売額の向上を図り、収益力を強化する。

高性能機械の導
入支援

農業経営発展加
速化支援事業
（県単独事業）の
活用

〈県・市町村単独事業〉

〈主な取組〉

〈現状：H28年度〉

〈目標：R1年度〉

作付面積：水稲90ha、大豆20ha
平均販売額（水稲）：106,538円/10a
平均販売額（大豆）：11,890円/10a
○ 機械・施設の共同利用及び担い手への

農地集積により作業を効率化し規模拡大を
図る。

○ 適期栽培管理に取り組むことで 単収・
品質向上等を図り、販売額を増加させる。

作付面積：水稲90ha、大豆9.4ha
平均販売額（水稲）：95,293円/10a
平均販売額（大豆）：10,805円/10a
○ 農業者の高齢化による離農が進む中、

農地の受け手である担い手は個別に栽培
管理や乾燥調製作業を実施しており、新た
な農地の作業受託が難しい。

秋田県
秋田市
雄和相川地区

95,293円/10a

～水稲の販売額～

10,805円/10a

～大豆の販売額～

H28年度
（基準年）

R1年度
（目標年）

H28年度
（基準年）

R1年度
（目標年）

11,947円/10a
（価格補正後）

122,037円/10a
（価格補正後）

【水稲】販売額が
２８％増加

（達成率238％）

【事業実施による直接効果】
○ リース支援による初期投資の

節減効果
○ ライスセンター（共同利用施設）

設立による低コスト、省力化

【事業実施による間接効果】
○ 担い手による作付面積の拡大
○ ライスセンターによる水稲、大

豆の均質化

【大豆】販売額が
１１％増加

（達成率105％）

産地の現状と目標 推進体制

地域における
独自の取組

取組成果
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対象品目 ：水稲（産地面積：50.0㏊）
主な取組主体：宮崎稲作機械利用組合
成果目標 ：生産コストの10％以上削減

基準（H27年度） 104.9千円/10a
目標（H30年度） 94.4千円/10a

導入施設等 ：生産支援事業（乾燥調製機械）

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】

①遠赤外線式の高性能な乾燥機を導入す
ることで、乾燥作業の効率化及び労働時間
の軽減を実現

【事業実施による間接効果】

①農地集積による規模拡大、生産コストの
削減により農業所得の向上

産地体制

地域における独自の取組

・肥料費、農業薬剤費などの資材費の見直しによる諸
経費の削減

・農地の集積化、規模拡大

〈主な取組〉

生産コストが
17.3％減少

（達成率173.2％）

取組の概要

86.7千円/10a

104.9千円/10a

Ｈ27 Ｈ30Ｈ29

目標値
94.4千円/10a

（基準年） （目標年）
実績値（生産コスト）

山形県
南陽市
宮崎地区

○高性能な乾燥調製機械を導入し、乾燥調製作業の効率化と圃場作業における
労働効率の向上を図るとともに、資材等の諸経費の見直しを行って生産コストの
削減を図る。

○農地中間管理作業の活用や農業委員会を通じた農地の賃借等により、農地の
集積化、規模拡大を図る。

乾燥機２台及び乾燥調
製用一時貯留タンクを
導入

県農業技術普及課、南陽市、JA山形おきた
まの組織が連携して事業を推進

・県農業技術普及課
・南陽市
・JA山形おきたま

取組主体
宮崎稲作機械利用

組合

指導・助言

92.1千円/10a

102.5千円/10a

Ｈ28

産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例②（28年度： 南陽市 振興 ） （山形県）
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例③（28～29年度：計画作成主体：栗っこ農業協同組合）（宮城県）
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事業の紹介①
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事業の紹介②
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事業の紹介③
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事業の紹介④



事業の紹介⑤
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事業の紹介⑥
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事業の紹介⑦
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事業の紹介⑧
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事業の紹介⑨

農業共済の実施
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事業の紹介⑩
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